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　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、
厚くお礼申し上げます。

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済
は、新型コロナウイルスの感染の再拡大が生じ、
複数の地域で緊急事態宣言が再発出されるなど、
引き続き厳しい状況で推移いたしました。� �
　海外においては、米国ではワクチン接種の進展
を背景に、制限緩和・解除の動きが加速し、また、
中国では高い経済成長率を示すなど回復基調にあ
るものの、東南アジア地域等で見られるように、
感染の再拡大リスクは、依然高い水準にあります。

　このような状況の中で、当社グループは、
「MARUKA�UNIQUE� SОLUTIОNS� '21　変革と
創世　新たな時代の先駆者へ」を今年度のスロー
ガンとして各種施策に取り組んでおり、当連結会
計年度における受注の回復によって、前連結会計
年度末に減少した受注残高は、改善の傾向を示し
ております。

　その結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は
24,510百万円（前年同期比11.9％減）となりまし
た。利益面につきましては、諸経費の削減等に努
めましたが、売上高の減少に伴う売上総利益の減
少により、営業利益は469百万円（同48.0％減）、
経常利益は為替差益や助成金等の計上により710
百万円（同28.8％減）、親会社株主に帰属する四半
期純利益は463百万円（同23.8％減）となりました。

　当社は、今後更なる成長発展を遂げるため、フ
ルサト工業株式会社との経営統合を決定いたしま
した。両社の課題と強みを相互に補完し合い、技
術商社としてのプレゼンスを確立することを通し
て、企業価値の最大化を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援
ご鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し
上げます。

　当社は、フルサト工業株式会社との共同株式移転により2021
年10月1日（予定）をもって共同持株会社を設立する予定です。
株主の皆様には、今後は共同持株会社において配当を行うこと
になり、当社の2021年11月期の期末配当は未定のため記載し
ておりません。
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MARUKA UNIQUE SOLUTIONS '21
変革と創世　新たな時代の先駆者へ

TOP MESSAGE

　飯田 邦彦代表取締役社長 
最高経営責任者（CEO）
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2020
11月期

891

608608
2018
11月期

2017
11月期

2019
11月期

2,694

1,6901,690

721721
1,235
613613
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14.8% 0.1%

85.1%

売上高

通期

営業利益

通期

経常利益

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 1株当たり四半期（当期）純利益 部門別売上高

売上高
構成比

（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円） （円）

24,510百万円
前年同期比 11.9%減

469百万円
前年同期比 48.0%減

710百万円
前年同期比 28.8%減

463百万円
前年同期比 23.8%減

55.55円
前年同期比 23.6%減

■産業機械部門
■建設機械部門
■その他の事業部門

20,848百万円

3,632百万円

30百万円

第2四半期（累計） 第2四半期（累計）

通期 通期第2四半期（累計） 第2四半期（累計）

通期第2四半期（累計）

決算ハイライト（連結）

　当社は、フルサト工業株式会社との共同株式移転により2021年10月1日（予定）をもっ
て共同持株会社を設立する予定です。このため、連結業績予想は第2四半期連結累計期間
までとしており、通期の業績予想の開示を取り下げております。
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外部環境

経営統合2021年10月1日（予定） 事業再編現在

持株会社株主 持株会社株主

事業A 事業C事業B 事業D

共同株式移転による
持株会社化

■対等な精神による経営統合
■将来目指すべき姿の実現のため、
　体制整備（事業再編）を実施

フルサト株主

子会社 Ａ
子会社 Ｂ
・・・

子会社 Ⅰ
子会社 Ⅱ
・・・ 子会社 Ａ

子会社 Ｂ
・・・

子会社 Ⅰ
子会社 Ⅱ
・・・

持株会社 フルサト・マルカホールディングス
MARUKA FURUSATO CORPORATION持株会社 フルサト・マルカホールディングス

MARUKA FURUSATO CORPORATION

マルカ株主

2021年5月7日
経営統合契約書の締結

2021年6月21日
定時株主総会
（フルサト工業）

2021年7月16日
臨時株主総会
（マルカ）

2021年10月1日（予定）
本経営統合の効力発生日

（１） 商号 フルサト・マルカホールディングス株式会社

（４） 事業内容 子会社等の経営管理およびこれらに附帯又は関連する一切の事業
（５） 資本金 5,000百万円　　（６） 決算期 12月31日

（２） 本社所在地 大阪市中央区南新町一丁目２番10号

（３） 代表者および
     役員の就任予定

・代表取締役会長 飯田邦彦
・代表取締役社長 古里龍平

・取締役 竹下敏章
・取締役 山下勝弘
・取締役 難波経久

・社外取締役 小谷和朗
・社外取締役 中務裕之
・社外取締役 武智順子

・常勤監査役 大西聡
・社外監査役 疋田鏡子
・社外監査役 佐々木康夫

株式移転比率

1  ：  1.29
フルサト工業 マルカ持続可能な

世界の実現のため
製造業が果たす
役割が変化

製造業に係る
企業としての使命と責任

自動化ソリューション/
環境対応ビジネス

気候変動・環境変化

EV化・エコエネルギー政情不安・経済影響

消費行動変化・循環経済

社会問題・地域格差

自動化・生産効率

両社の特徴

プールグトサルフプールグカルマ
盤基業事な固強るけおに材資築建盤基業営外海ぶよおに年06

係関引取のと社各1reiT系タヨトりがなつな固強のと界業車動自

メーカー機能、MM会、 、能機ーカーメ用活の織組会MM-F エンジニアリング機能を保有

海外進出のサポートなどサービス機能を保持 機械、機器における卸を中心としたサプライチェーン

注力重点分野 ロボットSIer事業拡大、産業機械・機械周辺機器クロスセル、食品・EVの成長分野での協業

経営統合の目的～事業領域の相互補完

経営統合の経緯と背景

シナジー効果

統合ストラクチャー

株式移転比率・統合新会社の概要

統合スケジュール

事業ポートフォリオ戦略推進に向け、両社それぞれの特徴に基づき、共通の注力重点分野に対して、
相互補完により理想的な強化が実現する

両社が経営統合を決断した背景には、社会・企業を取り巻く大きな環境変化と持続可能性の実現のために
果たすべき使命と責任の拡大が存在している

産業機械販売 エン
ジニ
アリ
ング

機器
工具
販売

建設
機械
販売

レンタル 建築
資材
製造
販売

配管
資材
販売

モニ
タリ
ング
監視

海外市場

工作
機械

鍛圧
機械

射出
成形

建設
機械

防犯
監視 北米 中国

東南
アジア

非
日系

統合新会社

マルカグループ

フルサトグループ

両社は、本経営統合により、以下に掲げるシナジー実現を通じてプラットフォーム戦略の進展を図り、ものづくりを全力でサポートする技術
商社として、企業価値の更なる向上を目指します。2025年度を目途として、連結営業利益ベースで20億円程度のシナジー効果が発現す
る見込みです。

株式会社マルカとフルサト工業株式会社は、2021年10月１日（予定）をもって、共同株式移転の方法により
両社の完全親会社となるフルサト・マルカホールディングス株式会社を設立することに合意しました。

特集 株式会社マルカとフルサト工業株式会社との経営統合について

① 工作機械における取扱規模拡大によるシナジー　　② ロボットシステムインテグレーター事業の拡大
③ グローバルマーケットにおける協業　　④ 経営資源の効率化および戦略投資によるキャッシュフロー創出力の向上

??

マルカ株主 フルサト株主 マルカ株主 フルサト株主

環境変化をビジネス
機会と捉え、多様なお
客様と社会のニーズ
に応え、社会価値を創
造するために、一層の
事業基盤の拡大、機
能の拡充が必要
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外部環境

経営統合2021年10月1日（予定） 事業再編現在

持株会社株主 持株会社株主

事業A 事業C事業B 事業D

共同株式移転による
持株会社化

■対等な精神による経営統合
■将来目指すべき姿の実現のため、
　体制整備（事業再編）を実施

フルサト株主

子会社 Ａ
子会社 Ｂ
・・・

子会社 Ⅰ
子会社 Ⅱ
・・・ 子会社 Ａ

子会社 Ｂ
・・・

子会社 Ⅰ
子会社 Ⅱ
・・・

持株会社 フルサト・マルカホールディングス
MARUKA FURUSATO CORPORATION持株会社 フルサト・マルカホールディングス

MARUKA FURUSATO CORPORATION

マルカ株主

2021年5月7日
経営統合契約書の締結

2021年6月21日
定時株主総会
（フルサト工業）

2021年7月16日
臨時株主総会
（マルカ）

2021年10月1日（予定）
本経営統合の効力発生日

（１） 商号 フルサト・マルカホールディングス株式会社

（４） 事業内容 子会社等の経営管理およびこれらに附帯又は関連する一切の事業
（５） 資本金 5,000百万円　　（６） 決算期 12月31日

（２） 本社所在地 大阪市中央区南新町一丁目２番10号

（３） 代表者および
     役員の就任予定

・代表取締役会長 飯田邦彦
・代表取締役社長 古里龍平

・取締役 竹下敏章
・取締役 山下勝弘
・取締役 難波経久

・社外取締役 小谷和朗
・社外取締役 中務裕之
・社外取締役 武智順子

・常勤監査役 大西聡
・社外監査役 疋田鏡子
・社外監査役 佐々木康夫

株式移転比率

1  ：  1.29
フルサト工業 マルカ持続可能な

世界の実現のため
製造業が果たす
役割が変化

製造業に係る
企業としての使命と責任

自動化ソリューション/
環境対応ビジネス

気候変動・環境変化

EV化・エコエネルギー政情不安・経済影響

消費行動変化・循環経済

社会問題・地域格差

自動化・生産効率

両社の特徴

プールグトサルフプールグカルマ
盤基業事な固強るけおに材資築建盤基業営外海ぶよおに年06

係関引取のと社各1reiT系タヨトりがなつな固強のと界業車動自

メーカー機能、MM会、 、能機ーカーメ用活の織組会MM-F エンジニアリング機能を保有

海外進出のサポートなどサービス機能を保持 機械、機器における卸を中心としたサプライチェーン

注力重点分野 ロボットSIer事業拡大、産業機械・機械周辺機器クロスセル、食品・EVの成長分野での協業

経営統合の目的～事業領域の相互補完

経営統合の経緯と背景

シナジー効果

統合ストラクチャー

株式移転比率・統合新会社の概要

統合スケジュール

事業ポートフォリオ戦略推進に向け、両社それぞれの特徴に基づき、共通の注力重点分野に対して、
相互補完により理想的な強化が実現する

両社が経営統合を決断した背景には、社会・企業を取り巻く大きな環境変化と持続可能性の実現のために
果たすべき使命と責任の拡大が存在している

産業機械販売 エン
ジニ
アリ
ング

機器
工具
販売

建設
機械
販売

レンタル 建築
資材
製造
販売

配管
資材
販売

モニ
タリ
ング
監視

海外市場

工作
機械

鍛圧
機械

射出
成形

建設
機械

防犯
監視 北米 中国

東南
アジア

非
日系

統合新会社

マルカグループ

フルサトグループ

両社は、本経営統合により、以下に掲げるシナジー実現を通じてプラットフォーム戦略の進展を図り、ものづくりを全力でサポートする技術
商社として、企業価値の更なる向上を目指します。2025年度を目途として、連結営業利益ベースで20億円程度のシナジー効果が発現す
る見込みです。

株式会社マルカとフルサト工業株式会社は、2021年10月１日（予定）をもって、共同株式移転の方法により
両社の完全親会社となるフルサト・マルカホールディングス株式会社を設立することに合意しました。

特集 株式会社マルカとフルサト工業株式会社との経営統合について

① 工作機械における取扱規模拡大によるシナジー　　② ロボットシステムインテグレーター事業の拡大
③ グローバルマーケットにおける協業　　④ 経営資源の効率化および戦略投資によるキャッシュフロー創出力の向上

??

マルカ株主 フルサト株主 マルカ株主 フルサト株主

環境変化をビジネス
機会と捉え、多様なお
客様と社会のニーズ
に応え、社会価値を創
造するために、一層の
事業基盤の拡大、機
能の拡充が必要
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四半期連結損益計算書のポイント

四半期連結貸借対照表のポイント（単位：百万円）

前 期 末
2020年11月30日現在

当第2四半期末
2021年5月31日現在

前 期 末
2020年11月30日現在

当第2四半期末
2021年5月31日現在

（単位：百万円）

前第2四半期（累計）
2019年12月1日〜2020年5月31日

当第2四半期（累計）
2020年12月1日〜2021年5月31日

※�記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

6,552

 507

1,857

有形固定資産

無形固定資産

投資
その他の資産

資産合計
42,360

流動資産
33,752

固定資産
8,608

資産合計
42,630

流動資産
33,712

固定資産
8,917

負債・純資産合計
42,360
負債

18,661

純資産
23,698

負債・純資産合計
42,630
負債

19,470

純資産
23,159

流動負債

固定負債

17,197

1,464

流動負債

固定負債

18,003

1,467

6,444

464

1,699

有形固定資産

無形固定資産

投資
その他の資産

流動資産の状況 
前期末比39百万円増加し、
33,752百万円となりました。
これは現預金が2,369百万円増
加したこと等によるものです。

流動負債の状況 
前期末比805百万円減少し、
17,197百万円となりました。
これは電子記録債務が1,108百万
円減少したこと等によるものです。

営業利益の状況 
売上高減少に伴う売上総利益
の減少により、営業利益は469
百万円（前年同期比48.0％減）
となりました。

経常利益の状況
為替差益および助成金の計上等に
より、経常利益は710百万円（前
年同期比28.8％減）となりました。

連結財務諸表

Point

Point

営業外費用
29

売上高
27,823

営業利益
901

経常利益
998

親会社株主
に帰属する
四半期純利益
608

売上高
24,510

営業利益
469

経常利益
710

税金等調整前
四半期純利益
725

親会社株主
に帰属する
四半期純利益
463

営業外収益
271

売上原価
販売費及び一般管理費 

20,979
3,079

法人税等合計
非支配株主に帰属する四半期純利益 

234
26

特別損失
1

特別利益
16
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代 表 取 締 役 会 長 竹 下 敏 章

代 表 取 締 役 社 長 飯 田 邦 彦

取 締 役 難 波 経 久

※ 取 締 役 小 谷 和 朗

※ 取 締 役 長 﨑 伸 郎

常 勤 監 査 役 加 納 敬 司

※ 監 査 役 牛 島 慶 太

※ 監 査 役 疋 田 鏡 子

会 長 竹 下 敏 章
最高経営責任者（C E O） 飯 田 邦 彦
常 務 執 行 役 員 難 波 経 久
執 行 役 員 高 　 岡 　 幸 一 郎
執 行 役 員 嶋 林 直 人
執 行 役 員 栗 栖 俊 彦
執 行 役 員 福 屋 謙 二
執 行 役 員 野 田 雅 彦
執 行 役 員 渡 辺 貴 久
執 行 役 員 碇 　 　 　 宏 一 朗
執 行 役 員 新 谷 英 明

個人・その他
24,518単元
28.6%

外国法人等
18,251単元
21.3%

金融機関
21,984単元

25.6%

その他の法人
18,717単元

21.8%

証券会社
2,301単元

2.7%

株式の状況 （2021年5月31日現在）� 会社概要 （2021年5月31日現在）�

役員 （2021年5月31日現在）�

大株主（上位10名）の状況 （2021年5月31日現在）�

所有者別株式分布状況 （2021年5月31日現在）�

株式の状況 & 会社概要

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

THE�SFP�VALUE�REALIZATION�
M A S T E R � F U N D � L T D . 783,700 9.1

コ ベ ル コ 建 機 株 式 会 社 594,000 6.9
株 式 会 社 不 二 越 576,000 6.7
THE�CHASE�MANHATTAN�BANK,�N.A.�LONDON�
SPECIAL�OMNIBUS�SECS� LENDING�ACCOUNT 428,110 5.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 410,550 4.8
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 400,000 4.7
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 362,600 4.2
株 式 会 社 り そ な 銀 行 350,000 4.1
STATE� STREET� C L I ENT
OMNIBUS�ACCOUNT�OM44 260,800 3.0

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 255,000 3.0
（注）��持株比率は自己株式（747,331株）を控除して算出し、小数点以下第2位を四捨

五入して計算しております。また、自己株式は上位10名から除いております。

33,600,000株
9,327,700株

5,851名

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

株式会社マルカ
Maruka�Corporation
1946年12月16日
〒540-0024
大阪市中央区南新町二丁目2番５号
TEL.06-6450-6823
FAX.06-6450-6824
インターネットホームページ
http://www.maruka.co.jp/
産業機械、建設機械の国内販売
および輸出入
14億1,441万円
連結�697名、単独�190名

商 号

設 立
本 社 所 在 地

主な事業内容

資 本 金
従 業 員 数

上記※は、社外取締役および社外監査役であります。

取締役および監査役 業務執行体制
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当社のホームページでは、IR情報をはじめとして、当社
の各種情報を公開しておりますので、ご覧ください。

http://www.maruka.co.jp/

ホームページのご案内

http://www.maruka.co.jp/

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主名簿管理人（兼 特別口座の口座管理機関）
三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人事務取扱場所
（兼 特別口座の口座管理機関連絡先）
〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

各種お問合せ
電話　0120-094-777（通話料無料）
※証券会社等に口座をお持ちの株主さまのお手続きについて
は、口座を開設されている証券会社等にお問合せください。
なお返戻郵便物、未払配当金等のお問合せについては、上
記株主名簿管理人にお問合せください。
※特別口座に記録された株式関係のお手続用紙のご請求は下
記インターネットにて24時間承っております。
インターネットhttps://www.tr.mufg.jp/daikou/

公告方法
電子公告（当社ホームページをご覧ください。）
http://www.maruka.co.jp/
なお、やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合には、日本経済新聞に掲載します。

上場証券取引所
株式会社東京証券取引所　市場第1部

株主メモ


